
使用しなくなる日における
帳簿価額

未定 注２

使用しなくなる日における
回収可能サービス価額

備忘価額 備忘価額

使用しなくなる日における
減損額の見込み額

未定 注２

【資産除去債務関係】
 資産除去債務の内容等

区 分 法令によるもの 契約によるもの

対象事項 アスベスト除去 借用地に建築している建物の原
状回復義務等

関連法令等 石綿障害予防規則等 土地賃貸借契約等

種類 建物 建物

対象件数 13件 ２件

資産除去債務計上額 119983千円 60951千円

支払発生までの見込期間 注１ 注１

適用した割引率 注２ 注２

（注１） 支出発生までの見込み期間が未定であるため、当該資産の減価償却終了時を支出発生時
としている。これにより、見込み期間は５年から30年を採用している。

（注２） 資産除去債務の見積りにあたり、割引率は支払発生までの見込期間に応じた国債の利回
りを参考に000％から043％を採用している。

 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。な
お、現金は注記を省略しており、預金（減価償却引当特定資産を含む）、未収入金及び未払金は
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略している。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 112000 108431  3568
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（注１） 老朽化の進行に伴い、修繕や維持管理に要する費用が増大しており、今後、大規模改修
が必要な状況に迫られていること等から、廃止する。

（注２） 昨今の人口減少に伴う少子化等の社会的環境の変化から、令和７年度から３歳児の募集
を停止し、令和８年度から４歳児の募集を停止するため、令和７年度以降定員充足率低下
による減損の認識が見込まれるが、当該減損額が未定であることから、使用しなくなる日
における帳簿価額及び減損額の見込み額は未定である。

 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 180328千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 千円
時の経過による調整額 606千円
資産除去債務の履行による減少額 千円
その他増減額（は減少） 千円

                            

期末残高 180934千円

                            

 貸借対照表に計上していない資産除去債務の内容と理由
本学の校舎の一部には、解体時にアスベスト処理作業が発生すると見込まれるものが存在する
が、改修時又は解体時までアスベスト含有量を把握することが困難であり、現時点で処理費用を
合理的に見積ることができないため、当該費用に見合う資産除去債務を計上していない。

【収益認識に関する注記】
本学は、会計基準第77における収益に重要性が乏しいため、注記を省略している。
【金融商品に関する注記】
 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金、国債及び地方債等に限定している。
資金運用に当たっては、国立大学法人法第35条の２が準用する独立行政法人通則法第47条の規
定に基づき、地方債を保有している。なお、当該運用資産は、金利の変動による市場リスクや信
用リスク等を包含しているが、国立大学法人北海道教育大学における余裕金運用に関する取扱要
項に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施状況を監視してい
る。
未収債権等は、債権管理規程等に沿ってリスク低減を図っている。また、預金については全て
元本及び利息が保証されており保有に伴うリスクはない。

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
三つのレベルに分類している。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
している。

有価証券及び投資有価証券

             

地方債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時
価をレベル２の時価に分類している。
【賃貸等不動産に関する注記】
当法人は各キャンパスに学生寄宿舎を有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記
載を省略している。
【退職給付に関する注記】
 採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び退職等年金給付制度
を採用している。
非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、当該一時
金は運営費交付金により財源措置がなされる。退職等年金給付制度では、国家公務員共済組合に
一定の掛金を拠出している。


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